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オミクロン株の特性を踏まえた保健・医療提供体制の対策徹底を踏まえた対応について 

 
 
貴会におかれましては、新型コロナウイルス感染症への対応にご尽力を賜り厚く御礼申し上

げます。 

今般、厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部等より各都道府県等衛生主管部（局）

及び介護保険主管部（局）宛に標記の事務連絡が発出されました。 

本事務連絡は、令和 4 年 3 月 2 日付事務連絡「オミクロン株の特性を踏まえた保健・医療提

供体制の対策徹底について」（同年 3 月 3 日付(地 533)(健Ⅱ593）でご案内。以下「3 月 2 日対

策徹底事務連絡」という。）を踏まえ、まん延防止等重点措置が全面解除された 3 月 21 日以降

において、以下の体制構築の徹底を要請するものです。 

「1 感染拡大が生じても迅速・スムーズに検査できる体制の強化について」では、3 月 2 日

対策徹底事務連絡による要請を受け、東京都、愛知県、大阪府等で診療・検査医療機関の公表が

なされたことを踏まえ、改めて公表に向けた地域の医師会等と協力した取組を行うことを要請

するともに、さらなる拡充を求めております。併せて、関係する財政支援措置についても記載さ

れています。 

次に、「2 在宅や高齢者施設で療養される方への医療支援の更なる強化について」では、高齢

者施設等での対応、自宅療養者等への対応、宿泊療養施設の運用、重症化リスクの高い陽性者を

中心とした健康観察体制の確保等と、一部の関係する財政支援措置について示されています。 

また、「3 病床の回転率の向上や救急への対応強化等について」では、いわゆる後方支援医療

機関についての体制の徹底強化、救急患者の一時的受入れ支援等による救急搬送体制の強化と、

関係する財政支援措置について記載されています。 

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知いただくとともに、貴会管下の郡市

区医師会並びに関係医療機関等への周知方につきご高配を賜りたくお願い申し上げます。 

また、保健・医療提供体制の対策徹底に関する取組推進の確認について、貴都道府県行政等と

の連携、また診療・検査医療機関の公表・拡充や自宅・宿泊療養者への医療の強化をはじめとす

る各取組の更なる推進につき、よろしくお願いいたします。 
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①入院の必要がある新型コロナ患者を自宅等から医療機関に移送。

③新型コロナ患者をA病院からB病院へ移送（転院）。（※）

④新型コロナ患者を入院医療機関から宿泊療養施設や自宅へ移送。

⑤新型コロナ患者の病床確保のため、A病院で入院中の非新型コロナ
患者（※）を、別のC病院へ搬送（転院）。

⑥入院している新型コロナ患者が退院基準を満たし、退院。

新型コロナウイルス感染症患者等における移送・搬送等に関して、対応する新型コロナ交付金等は以下の通り。
なお、感染症予防事業費等負担金のうち都道府県負担分については、地方創生臨時交付金の活用が考えられる。

病院

感染症法に基づく都道府県等の業務にあたり、
患者移送費として感染症予防事業費等負担金
の対象となる。

移送を担う者：
○保健所の移送車両
○保健所より委託を受けた

・消防機関の救急車 ・民間救急車 等

A病院 B病院

病院
自宅
療養

宿泊療養
施設

移送を担う者：○保健所の移送車両
○保健所より委託を受けた
・病院が所有する病院救急車
・消防機関の救急車 ・民間救急車 等

移送を担う者：
○保健所の移送車両・県や自治体の車両
○保健所より委託を受けた民間救急車等

自費

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業の
うち、「医療搬送体制等確保事業」の対象となる。

搬送を担う者：○病院が所有する救急車
○民間救急車 等

※ 症状悪化の際の転院（いわゆる上り搬送）も、症状軽快の際の転院（いわゆる下り搬送）も同様。

感染症法に基づく都道府県等の業務にあたり、患者移
送費として感染症予防事業費等負担金の対象となる。

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業
のうち、「新型コロナウイルス感染症対策事業」
の対象となる。

A病院 C病院

自宅
療養

宿泊療養
施設

病院 自宅

※ 新型コロナウイルス感染症から回復した後、引き続き入院管理が必要な患者や、
新型コロナ感染症とは関係がない他科の患者を含む。

②新型コロナ患者を自宅から宿泊療養施設に移送。

宿泊療養
施設

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業の
うち、「新型コロナウイルス感染症対策事業」の
対象となる。

移送を担う者：
○保健所の移送車両・県や自治体の車両
○保健所より委託を受けた民間救急車等

自宅
療養
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